
Ⅰ.入札説明書 

 

 

公益財団法人日本障がい者スポーツ協会（以下「JPSA」という）の入札公告（2021 年 5 月 6 日付公

告）に基づく入札については、関係法令に定めるもののほか、下記に定めるところによる。 

 

1．企画競争入札に付する事項 

(1)委託名（件名） 

   2021 ジャパンパラ水泳競技大会の企画・設営・運営実施業務委託 

 

  (2)調達役務の内容等 

仕様書記載のとおり。 

 

(3) 入札方法 

落札者の決定は価格、実績、提案内容を総合的判断する為、 

６の提出書類をご覧ください。 

 

①入札に参加を希望する者（以下「入札者」という）は 

「入札参加意思表明書」（書式自由）と、パラスポーツ（障がい者スポーツ）の国際大会の 

企画運営実績（書式自由）を、2021 年 5 月 10 日（月）までに提出すること。 

②入札者は 2021 年 5 月 12 日（水）までに見積書・提案書を提出すること。 

③落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に 10 パーセントに相当する額を 

加算した金額（当該金額に 1 円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも 

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税に係る課税事業者であるか免 

税事業者であるかを問わず、見積もった金額の 110 分の 100 に相当する金額を記入する 

こと。 

④入札者は、提出した書類の引き換え、変更又は取り消しをすることはできない。 

   

 

2．競争参加資格 

(1) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第 70 条の規定に該当しない者であること。 

(2) 予決令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

(3) 法人税、消費税及び地方消費税について、納付期限の過ぎた未納税額がないこと。 

(4) 各省各庁及び政府関係法人等から取引停止又は指名停止等を受けていない者（理事長が特 

に認める場合を含む。）であること。 

(5) 経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の履行 

が確保されるものであること。 

   (6) 障がい者スポーツの公式大会運営実績があること（2018 年以降）。 

  (7) 建設業の許可及び一級建築士事務所登録をしていること。 

(8) 警備業法（昭和 47 年法律第百十七号）第 4 条に規定されている認定をうけていること。 

(9) プライバシーマークを取得していること 

 

 



3．入札者の義務 

(1) 入札者は、入札説明書を了知のうえ、入札に参加しなければならない。 

(2) 入札者は、JPSA が交付する仕様書に基づいて、入札書類を提出期限内に提出しなければな 

らない。また、開札日の前日までの間において JPSA から提出書類に関して説明を求められ 

た場合は、これに応じなければならない。 

 

4．入札説明会日時及び場所 

入札説明会は実施しない。 

 

5．入札に関する質問の受付等 

(1) 質問の方法 

電子メールにより提出すること。 

(2) 受付期間 

2021 年 5 月 6 日（木）から 2021 年 5 月 12 日（水）15 時 00 分まで 

(3) 担当部署 

公益財団法人日本障がい者スポーツ協会 企画情報部 

電子メール：jpsa-kikaku@jsad.or.jp 

(4) 質問の回答 

返答は全入札者へ情報提供を行なう。 

 

6．入札書類の提出 

(1) 入札参加意思表明書受付期間 

2021 年 5 月 10 日（月）16 時 00 分まで 

メール(jpsa-kikaku@jsad.or.jp)にて受付ける。持参の場合の受付時間は、 

メール(jpsa-kikaku@jsad.or.jp)にて受付ける。 

持参の場合の受付時間は、事前に必ず連絡。 

郵送の場合は必着とする。 

(2) 見積り書・提案書 提出期限 

2021 年 5 月 12 日（水）16 時 00 分必着 

上記期限を過ぎた場合はいかなる理由があっても受け取らない。 

(3) 提出書類 

次の書類をメールまたは、郵送にて提出すること。 

提出書類 部数 

① 入札参加意思表明書 1 通 

② 見積り書 １通  

③ ジャパンパラ競技大会、その他パラスポーツ大会等の企画運営実績の 

企画運営実績書 １通 

  ※上記には、業務の詳細も必ず記載してください。 

④ 提案書１通（装飾案・スポンサー名掲出案・運営案） 

 

(4) 提出先 

公益財団法人日本障がい者スポーツ協会 企画情報部 

jpsa-kikaku@jsad.or.jp 

※メールの件名には必ず『2021 ジャパンパラ水泳入札に関して』と記載してく 
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ださい。記載がない場合は受付ができません。 

7．入札結果通知の予定日及び方法 

(1) 入札結果通知予定日 

2021 年 5 月 13 日（木） 

(2) 通知の方法 

入札者へメールにて落札の有無を通知する。 

 

8．支払いの条件 

納入物件の検収合格の後、適法な支払請求書を受理した場合において、翌月末日までに支払 

うものとする。 

 

9．入札の無効 

競争入札に参加する者に必要な資格のない者による入札及び競争入札に参加する者に求め 

られる義務に違反した入札は無効とする。 

 

10．落札者の決定方法 

価格、実績、提案を総合的に判断し、最も優れた者を落札者とする。 

 

11．契約書作成の要否 

    要 

 

12．その他 

(1) 入札行為に関する照会先 

公益財団法人日本障がい者スポーツ協会 企画情報部 担当：高田、小松 

電話番号：03-5939-7021 

電子メール：jpsa-kikaku@jsad.or.jp 

※メールの件名には必ず『2021 ジャパンパラ水泳入札に関して』と記載してく 

ださい。記載がない場合は受付ができません。 

(2) 仕様書に関する照会先 

12.(1)に同じ 

以上 
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Ⅱ.仕様書 

 

１ 委託名（件名） 

   2021 ジャパンパラ水泳競技大会の企画・設営・運営実施業務委託  

 

２ 委託期間 

  契約締結日から令和 3 年 5 月 31 日（月）まで 

 

３ 支払方法 

  完了後に支払 

 

４ 概要 

  2021 ジャパンパラ水泳競技大会は、国際競技規則を適用したレベルの高い競技会を、競技団

体と共に開催することによって、障がい者スポーツの認知度を上げ、障がい者の広い社会参加

を促進すること、並びに日本における競技力向上を通じて、同競技の普及拡大を図ることを目

指し、活力ある共生社会の創造に繋げていくことを目的としている。 

 

５ 資格要件  

(1) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第 70 条の規定に該当しない者であること。 

(2) 予決令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

(3) 法人税、消費税及び地方消費税について、納付期限の過ぎた未納税額がないこと。 

(4) 各省各庁及び政府関係法人等から取引停止又は指名停止等を受けていない者（理事長が特 

に認める場合を含む。）であること。 

(5) 経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の履行 

が確保されるものであること。 

   (6) 障がい者スポーツの公式大会運営実績があること（2018 年以降）。 

  (7) 建設業の許可及び一級建築士事務所登録をしていること。 

(8) 警備業法（昭和 47 年法律第百十七号）第 4 条に規定されている認定をうけていること。 

(9) プライバシーマークを取得していること 

 

６ 委託業務内容 

2021 ジャパンパラ水泳競技大会 （2021 年 5 月 20 日（木）～5 月 23 日（日））の実施内容に 

ついては別紙の実施要項を基に内容について日本障がい者スポーツ協会（以下、『委託者』と 

いう。）に提案をし、総合的な調整をすること。尚、次の点に留意すること。また提案事項は、 

当協会の承認ののちに行うこと。 

 

（１）各会場の案内看板及び装飾について 

  ・敷地内入口から施設入口までのレイアウトを提案すること。 

・上記に伴う導線計画を提案すること 

 

 

 



（２）競技場内の使用方法について 

   ・諸室計画を提案すること。 

   ・諸室名の張り紙を設置すること。 

   ・案内看板の設置位置及びレイアウトを提案及び設置すること。 

   ・会場内の装飾を提案すること。 

 ・受託者のオフィシャルパートナー名の掲出に関する提案及び設置撤去をすること。 

 

（３）警備に関して（必要な場合） 

   ・車の誘導、観客誘導等の警備（制服）を必要箇所配置すること。 

   ・配置案を提案すること 

 

（４）運営に関して 

   ・選手受付、来賓受付を行うスタッフを用意すること。その他必要な人員を提案すること。 

 

（５）成果物等の提出 

 ・各競技の写真記録を掲載した業務実施結果報告書を提出すること。但し、納入時期については、 

委託者と協議を行うこと。 

 

（６）協議・打合せ及び記録 

・業務における協議・打合せは、業務着手時、定期打合せ時及び成果品納入時に行うほか、 

委託者が必要とした場合は、随時、検討内容や進行状況について、協議・打合せを行う共に、 

資料や情報の提供を行うものとする。また、打合せ等の内容については、 

その都度受託者が書面に記録し、相互に確認しなければならない。 

 

（７）その他 

 ・運営に必要な資機材等は、本契約に含むこと。 

・撤収後は、原状復帰すること。 

・開催中の会場内の清掃を行うこと。 

・設営撤去運営に関わることで発生した廃棄物は全て持ち帰ること。 

 

７．権利関係 

（１）本業務における成果物の取扱い 

ア．本業務の履行に係る成果物（印刷物等）の所有権は全て委託者に帰属する。 

イ．成果品が著作権法（昭和 45 年法律第 48 条）第 2 条第 1 項第 1 号に規定する著作物 

（以下「著作物」という。）に該当する場合には、当該著作物にかかる受託者の著作権（著 

作権法第 21 条から第 28 条までに規定する権利）を当該著作物の引き渡し時に委託者に 

無償で譲渡するものとする。 

（２）著作権・知的財産権の使用 

ア．本業務を履行するに際し、第三者の著作権、知的財産権、その他権利に抵触しないこと。 

イ．上述ア．に関わらず、第三者の著作権、知的財産権、その他権利を使用する場合は、受 

託者がその使用に関する一切の責任、費用負担を負うものとする。 

ウ．上述ア．に関わらず、委託者がその方法を指定した場合は、その限りでない。 

 

 



8. その他 

・本仕様書に定めのない事項又は疑義が生じた場合、委託者の指示に従うこと。 

・施設の設備等を破損した場合には、受託業者の負担で速やかに復旧すること。 

 ・事業を実施するにあたっては、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害する

ことのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

・本仕様書の内容等について疑義が生じた場合は、その都度、委託者と協議のうえ、 

その指示に従い業務を進めるとともに、委託者は業務期間中いつでもその業務状況の報告を求 

めることができるものとする。 

 

 

 

以上 

 


